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 ははははじめにじめにじめにじめに    

中間市では、これまでも昭和６１年度、平成８年度にそれぞれ行政改革大綱を策定し、社会

経済情勢の変化に即応した行政改革に取り組んできました。 

２１世紀を迎えた今日、我が国は、少子・高齢社会や経済のグローバル化、情報通信技術（IT）

の進展、長引く景気低迷、人口の減少等により、先人が経験したことのない変革の時代を迎え

ています。 

このような中、地方分権の理念である「自己決定、自己責任」という地方自治の原則のもと、

限られた財源と人的資源を有効に活用し、個性と魅力あふれる地域づくりを推進していくため

には、地域社会のニーズを的確に把握し、市民の皆さんのご理解とご協力をもとに事務事業の

評価と選択を行い、真に必要とされる事務事業について効率的に実施するための新たな行財政

システムの確立が緊急の課題となっています。 

ここにお示しする「中間市行政改革大綱（中間市行財政再建計画）－地方分権の時代に対応

する自立した行財政システムの確立に向けて－」は、従来どおりの行財政運営の手法では持続

可能な自立した自治体運営はできないという危機意識をもって、「行政管理型」から「行政経営

型」へ、「行政主導型」から「市民協働型」へと自治体経営の理念を転換し、「自立」「協働」「効

率」の三つの視点に基づき策定したものであります。 

今後は、この大綱をもとに市内の有識者や市民活動に携わる方々、市議会議員や企業経営者

などの市民各層により構成された「中間市行政改革推進委員会」をはじめ、市民の皆様からの

ご意見、ご提言を踏まえ、計画的に推進して参ります。 

一つ目の「自立」については、地方公共団体の役割が大きくなっていく地方分権型社会にお

いて、自主的・自立的な行財政運営を目指すとともに、厳しい経済状況の中にあっても持続可

能な地域社会の実現のための取組みを進めるものです。 

二つ目の「協働」については、市民の皆さんのご理解とご協力を得る中で、市政の主役であ

る市民の皆さんに積極的に市政への提言・参画をしていただき、「市民と行政による協働の地域

づくり」を推進するものです。 

三つ目の「効率」については、急速に発展する情報通信技術や経営感覚をとり入れる中で、

市民の皆さんのご理解が得られるような行財政改革の実現のための施策を実現していくもので

す。 

厳しい変革の時代の中にあって、新たな行財政システムを確立し、活力と個性あふれる地域

づくりを推進していくためには、従前からの慣例を打ち破る新たな発想と、挑戦する勇気、そ

れを実践する強い意志、そして何よりも市民の皆さんのご理解とご協力がなければ成し得ませ

ん。 

今後、この新たな行政改革大綱のもとに、中間市が将来にわたって生き残っていくために、

持続性のある行財政運営に取り組んで参りますので、ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

平成１７年１１月 

                             中間市長  松 下   俊 男 
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協協協協    働働働働    

 

効効効効    率率率率    

財政の健全化財政の健全化財政の健全化財政の健全化    

    限られた財源を有効に

活用し、計画的な財政運用

を行い、財政の健全化を図

ります。 

協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進    

    「自分たちのまちは 自分たちでつくる」

という自己決定・自己責任の原則に基づき、

市民と行政が一体となった協働の地域づく

りを推進します。 

行財政システムの簡素化・効率化行財政システムの簡素化・効率化行財政システムの簡素化・効率化行財政システムの簡素化・効率化    

    簡素で効率的な行財政システムを

構築するとともに、事務事業全般の

見直しを行い、市民満足度の高い行

政サービスを提供します。 

行政内部経費の見直し行政内部経費の見直し行政内部経費の見直し行政内部経費の見直し    

 適正な定員管理及び職員配置に努め、給

与等の適正化を図るとともに、民間委託を

推進し、低コストの行政運営を図ります。 

職員の人材育職員の人材育職員の人材育職員の人材育成と資質向上成と資質向上成と資質向上成と資質向上    

 職員がその能力を最大限

に発揮し、地域の諸課題に

取り組むことができる環境

を整備します。 
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 第１章第１章第１章第１章    中間市の現状中間市の現状中間市の現状中間市の現状     

    

１．中間市行政改革大綱の策定に向けて１．中間市行政改革大綱の策定に向けて１．中間市行政改革大綱の策定に向けて１．中間市行政改革大綱の策定に向けて    

    少子高齢化による人口減少時代を目前に控え、現下の社会経済状況、雇用状況、そして

地方公共団体を取り巻く行財政環境は、かつて経験したことのない深刻な状況にあります。 

 一方、身近な市民のくらしに対して行政サービスを提供する地方公共団体の役割は、少

子高齢化の進展、住民ニーズの多様化・高度化、地方分権の推進とも相俟って、今後ます

ます増大するものと考えられます。 

 平成１７年度一般会計当初予算で明らかなように、歳入の根幹となる市税と地方交付税

はピーク時から比較すると大幅に落ち込んだままであり、その歳入減を補うために、基金

を一部取り崩したほか、臨時財政対策債により収支の均衡を図ったものであります。 

 国では構造改革の一環として三位一体の改革を推進しており、地方交付税等の減収は今

後も続くものと予想されることから、将来的に歳入増の可能性はほとんど見込めない状況

にあります。平成１７年度の予算案編成方針の中でも述べているとおり、従来型の財政運

営の効率化、歳出削減等の手法では財政収支の均衡を図ることは困難であると考えられま

す。 

この厳しい財政環境に対応するため、新たに行政改革大綱を策定し徹底した事務事業の

見直しや職員の定員管理の見直しによる人件費の削減、さらには市民とともに地域協働の

まちづくりを推進し、行財政の再建を断行することにより、持続可能な財政運営へ転換を

図り、この難局を打開していかなければなりません。 

 平成１５年４月からは、「緊急財政健全化計画」を策定し、平成１５年度から１７年度ま

での３年間同計画に基づき、極めて厳しい財政状況に対処するため行政内部の徹底した見

直しに取り組んできました。 

 現在、国も地方も膨大な借金を抱えるとともに、税収の落ち込みにより財政状況が危機

的状況であることは改めて述べるまでもありませんが、中間市が具体的にどのような状況

にあるのかについて、客観的に分析いたします。 
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２．中間市の財政の現状２．中間市の財政の現状２．中間市の財政の現状２．中間市の財政の現状    

地方公共団体の財政状況を分析するものに、毎年国（総務省）が作成する統計資料として「地   

方財政状況調査」（通称＝決算統計：普通会計ベース）があり、この中で平成 16 年度決算までの主

な財政指標の推移をみれば、本市の財政構造の硬直化が顕著に見受けられます。 

（１）増嵩する経常収支比率 

   財政構造の弾力性を示す財政指標である「経常収支比率」は平成１１年度以降上昇傾向に

あり、１６年度決算で 99.4%となっています。経常収支比率 99.4%の数値が意味するところ

を一般のサラリーマンの家計に例えるならば、毎月の給与（経常的一般財源収入）のうち、

ほぼ全額（99.4％）を食費、光熱水費、通信費、教育費、住宅ローン等（経常的支出）の支

払に充てなければならないということで、自由な使いみちのお金はごく僅か（0.6%）しかな

いということです。 

（２）上昇基調の公債費比率 

    財政構造の弾力性を圧迫する要因となる「公債費比率」は、16年度決算で 17.1%となって

おり、平成７年度以降上昇基調にあります。この公債費の増加は、財政構造の硬直化を進め

るとともに、将来の市民の負担を強いることになります。 

 

グラフ１グラフ１グラフ１グラフ１        経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率※１※１※１※１と公債費比率と公債費比率と公債費比率と公債費比率※２※２※２※２の推移の推移の推移の推移    
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※１ 経常収支比率― 財政構造の弾力性を見るうえでもっとも重要な指標であり、人件費、扶助費、公債費のように容 

             易に縮減することのできない経常的経費に、税、地方交付税等を中心とする経常的な一般財源が 

             どの程度充当されているかを測定しようとするものです。この比率が市にあっては、８０％を 

             超えると財政構造の弾力性が欠けていると考えられます。 
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※２ 公債費比率― 標準的に収入し得る一般財源（使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる収入）

に占める公債費の割合。 

 

（３）財政硬直化の要因 

    こうした状況に至った理由には、次のような要因が考えられます。まず歳入面では、① 税

制改正、景気低迷、納税人口減により市税収入が減少傾向に転じたこと ② 地方交付税収入

が年々削減されていること ③ 国・県の補助金・負担金が削減されること、などがあげられ、

歳出面では、① 高度経済成長期の社会資本整備や行政需要の拡大期に職員を大量に採用した

ため、職員構成がアンバランスとなり、その職員が高齢化して人件費を増嵩させていること 

② 少子高齢化、高福祉化、景気低迷等により、扶助費が累増していること ③ 国民健康保険、

老人保健、介護保険、下水道等の特別会計に対する繰出金が累増していること ④ 成長期に

建設した各施設の老朽化等による維持管理費が累増していること ⑤ 高度情報化、情報公開、

地方分権等により新たな行政需要が生じていることなどが考えられます。 

    こうした状況の中で編成した平成１７年度一般会計当初予算においては、歳出を徹底的に

削減し、予算規模を過去１０年間で最低水準まで縮小しました。しかしながら、国における

三位一体改革による交付税収入等の減少により、依存財源率の高い本市の脆弱な財政構造で

は、今後厳しい財政運営が続くことは避けられない状況となっています。 

 

３．崩れた右肩上がりの歳入構造３．崩れた右肩上がりの歳入構造３．崩れた右肩上がりの歳入構造３．崩れた右肩上がりの歳入構造    

（１）市税の減収 

現在の厳しい財政状況を分析すると、その大きな要因の一つに市税の減収があります。地 

方自治体にとって、基幹収入である市税は、本市においては平成１１年度をピークに減収に

転じており、平成１６年度との比較においては約３億 1,600万円、7.6%も減少しています（グ（グ（グ（グ

ラフ２参照）。ラフ２参照）。ラフ２参照）。ラフ２参照）。 

グラフ２グラフ２グラフ２グラフ２    市税及び徴収率の推移市税及び徴収率の推移市税及び徴収率の推移市税及び徴収率の推移    
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収入済額 徴収率
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こうした市税の減少の要因は、国における税制改正、すなわち特別減税や恒久的な減税の影響、

また景気低迷による所得の減少のほかに、所得のない非生産老人人口の増加と生産人口の減少や

徴収率の低下も影響しています。 

  市税のうち個人市民税の納税義務者数と一人あたりの納税額を見た場合、納税義務者の数は平

成９年度をピークに年々減少し、１６年度との比較では 1,660人、8.4%も減少しています（グラ（グラ（グラ（グラ

フ３参照）フ３参照）フ３参照）フ３参照）。これは、景気低迷に伴う雇用環境の悪化や人口の減少が影響しているものと思われま

す。 

グラフ３グラフ３グラフ３グラフ３    個人市民税の納税義務者数と一人当り納税額個人市民税の納税義務者数と一人当り納税額個人市民税の納税義務者数と一人当り納税額個人市民税の納税義務者数と一人当り納税額    
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（２）地方交付税の減少 

全国全ての地方自治体が一定水準の行政サービスを提供できるよう交付される地方交付税は、

その原資である国税５税（所得税、法人税、酒税、たばこ税、消費税の一定割合）の減収に伴い、

年々交付額が減少しており、平成１２年度のピーク時と平成１６年度を比較すると実に約１０億

2,150万円、15.6%も減少しています（グラフ４参照）（グラフ４参照）（グラフ４参照）（グラフ４参照）。 

グラフ４グラフ４グラフ４グラフ４    地方交付税の推移地方交付税の推移地方交付税の推移地方交付税の推移    

5,299,015

5,510,021

5,651,426

5,904,931

6,360,404

6,559,760

6,277,455

5,969,167

5,561,919 5,538,241

4,800,000

5,000,000

5,200,000

5,400,000

5,600,000

5,800,000

6,000,000

6,200,000

6,400,000

6,600,000

6,800,000

Ｈ７年度 H８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

地方交付税

千円
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これを、市税の減収のうち、税制改正による影響分については減税補てん債の発行や地方特例

交付金の交付で補てんし、また地方交付税の減収分には臨時財政対策債（起債はいずれも一般財

源の借入金）の発行などにより財源を補てんする制度を国が講じましたが、反面、これらの起債

の償還によりその返済に充てる分、公債費が増加しています。 

  市にはこれらのほかにも、地方譲与税、地方消費税交付金、自動車取得税交付金などの一般財

源の収入がありますが、こうした市税をはじめとする一般財源の歳入と特例的に発行される一般

財源の起債（減税補てん債や臨時財政対策債等）を合計した主要な一般財源の合計の推移を見た

場合でも、平成１１年度をピークに減少に転じています。平成１６年度の決算と比較すれば、約

８億 6,940万円、6.9%の減収となっており、ここに経常収支比率が悪化する大きな要因があるこ

とがわかります（グラフ５参照）（グラフ５参照）（グラフ５参照）（グラフ５参照）。 

    グラフ５グラフ５グラフ５グラフ５    主な一般財源の合計主な一般財源の合計主な一般財源の合計主な一般財源の合計※３※３※３※３の推移の推移の推移の推移 

11,009,194

314,000

11,526,806

363,900

11,172,359

301,600

11,205,622

239,900
12,523,566

58,000

12,274,132

54,200

11,902,172

274,800

11,039,419

872,800

11,156,517

1,020,800

10,966,921

745,200

10,000,000

10,500,000

11,000,000

11,500,000

12,000,000

12,500,000

13,000,000

H7年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

臨時財政対策債等の一般財源起債額

上記を除く一般財源

千円

11,323,194

11,890,706

11,473,959
11,445,522

12,581,566

12,328,332

12,176,972

11,912,219

12,177,317

11,712,121

    

※３ 主な一般財源の合計―各年度の合計は、市税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用 

               税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税 

               、交通安全対策特別交付金、国有提供助成交付金、減税補てん債、臨時税収補てん債、 

               臨時財政対策債の合計（下線部分が特例的一般財源起債額） 

 

（３）高い依存財源比率 

地方交付税等の減少は、財政構造上、依存財源比率の高い本市の財政にとって大きなマイナス

要因となっています。歳入総額が減少する中で、自主財源の減少も続いていることから、依存財

源比率の高い本市の財政構造は、ここ１０年の間変化は見られません（グラフ６参照）（グラフ６参照）（グラフ６参照）（グラフ６参照）。 
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グラフ６グラフ６グラフ６グラフ６    歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別）歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別）歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別）歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別）    

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000

H７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

（うち地方交付税）

依存財源

（うち地方税）

自主財源

千円

18,535,451

19,249,030

17,234,938

18,171,998

19,605,783
18,945,338

17,799,129
17,258,817 17,639,524

16,988,469

10.8%

10.8%

21.6%

39.0%

28.6%

16.6%

20.7%

34.1%

28.6%

11.0%

24.0%

32.2%

32.8%

32.5%

9.5%

22.0%

36.0%

10.4%

21.2%

36.0%

32.4%

7.2%

21.1%

37.1%

34.6%

8.9%

22.8%

33.0%

35.3%

7.2%

23.2%

35.0%

34.6%

8.5%

21.8%

38.2%

31.5%

7.1%

22.6%

37.7%

32.6%

う
ち
地
方
交
付
税

う
ち
地
方
税

依
存
財
源

自
主
財
源

地方交付税

地方譲与税

国県支出金

地方債

その他

地方税

使用料

手数料

諸収入

その他

（地方交付税を除く）

（地方税を除く）

    

 

 

４．硬直化の進む歳出構造４．硬直化の進む歳出構造４．硬直化の進む歳出構造４．硬直化の進む歳出構造    

（１）義務的経費の累増 

        地方自治体の財政硬直化の指標である経常収支比率が悪化した要因の一つに、歳入の減少が大

きく影響していることは以上のとおりですが、一方歳出構造の変化にも大きな要因があります。 

  まずは、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の累増があります。人件費については、昭和

３０年代後半から４０年代にかけての高度経済成長期に、社会資本整備や行政事務の高度化等に

伴い大量の職員を採用した結果、年功序列型給与体系の中で高齢化が進み、必然的に人件費単価

が高くなっていることが上げられます。そこで、中間市では平成７年度（普通会計における職員

現員数４２７人）以降職員の採用を抑制し、平成１６年度（普通会計における職員現員数３６９

人）までに５８名、13.6％の職員数を減らし人件費の抑制に努めてきました。その結果、平成９

年度をピークに人件費は減少しているものの、職員の構成が比較的中高年層に偏っていること等

により、職員数の減がそのまま人件費の減につながらない状況です（グラフ７参照）（グラフ７参照）（グラフ７参照）（グラフ７参照）。近年の人件

費の減少は、むしろ人事院勧告による給与改定に起因しているものです。 
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グラフ７グラフ７グラフ７グラフ７    人件費、人件費率人件費、人件費率人件費、人件費率人件費、人件費率※４※４※４※４及び職員数及び職員数及び職員数及び職員数※５※５※５※５の推移（普通会計）の推移（普通会計）の推移（普通会計）の推移（普通会計）

39.8 41.1 43.0 39.9 37.5 35.8 33.9 36.6 35.6 34.6

427 424
413 415

408
391 385 390 384

369

3,912,781

4,035,703

4,383,538
4,336,291

4,182,346
4,229,761

3,818,526

4,019,258
3,951,031

3,695,926

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

Ｈ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

3,200,000

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

4,200,000

4,400,000

4,600,000

人件費率（％）

普通会計職員数（人）

人件費（千円）

人；％
千円

    

※４ 人件費率―経常収支比率に占める人件費の比率    

※５ 職員数―再任用短時間勤務職員を除く普通会計の職員数 

    

 扶助費については、高齢化の進行に伴う高齢者福祉の充実、障害者福祉施策の充実、母子・父

子家庭や生活保護世帯等の増加により累増しており、歳出削減の努力には限界がある経費です。

また、平成１２年度から導入された介護保険制度は、一定割合を一般会計が負担することになっ

ており、そのための繰出金と扶助費の合計は増加の一途にあります。 

公債費は、過去の市債（市の借金）に対する返済の元金と利子の合計ですが、市債の現在高は

増加傾向にあり（グラフ８参照）（グラフ８参照）（グラフ８参照）（グラフ８参照）、平成１６年度末の残高見込みは約１９６億 5,800 万円（普通会

計分）で、毎年２０億円前後の返済をしていかなければなりません。 

  この中には、市民会館（なかまハーモニーホール）、地域総合福祉会館（ハピネスなかま）など

の施設整備に伴う市債、その他税制改正に伴う財源不足を補うために特例的に発行された減税補

てん債や臨時財政対策債などが含まれ、年度末の市債残高１９６億 5,800 万円のうち、こうした

財源補てんの起債が３６億 5,700 万円、18.6%を占めています。 
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グラフ８グラフ８グラフ８グラフ８    市債の現在高の推移（普通会計分）市債の現在高の推移（普通会計分）市債の現在高の推移（普通会計分）市債の現在高の推移（普通会計分）    

15,461,485

625,918

15,953,587

981,300

16,061,291

1,269,652

16,572,767

1,470,949

16,779,060

1,488,664

17,853,537

1,500,823

17,336,044

1,715,510

16,967,492

2,237,156

16,460,369

3,178,846

16,000,566

3,657,679

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000

H7年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

一般財源の起債

事業債等

千円

16,087,403

16,944,887
17,330,291

18,043,706
18,267,724

19,354,360
19,051,554

19,204,648
19,639,215 19,658,245

 

（２）特別会計に対する繰出金の累増 

以上のように義務的経費は累増する一方、一般会計以外の特別会計に対する繰出金も財政硬直

化の大きな原因となっています。市には、国民健康保険や老人保健の特別会計のほか、公共下水

道を整備する特別会計などを設けており、これらの特別会計に対しては、その事業の一定割合を

一般会計が負担したり、財源不足を補うために繰出金として支出しています。また、平成 12年度

からは介護保険制度の新設による一般会計の負担も加わり、こうした繰出金の累増は財政構造そ

のものを硬直化させる大きな要因となっています（グラフ９参照）（グラフ９参照）（グラフ９参照）（グラフ９参照）。    

グラフ９グラフ９グラフ９グラフ９    主な特別会計に対する繰出金の推移主な特別会計に対する繰出金の推移主な特別会計に対する繰出金の推移主な特別会計に対する繰出金の推移    

60,000

294,384

260,892

153,588

67,075

279,613

278,840

154,200

97,900

296,400

323,814

190,700

138,700

280,479

348,028

290,300

139,300

286,858

372,403

179,800

138,100

282,760

316,939

308,529

200,900

144,947

293,966

373,565

326,346

266,600

147,692

307,934

392,311

342,936

333,000

152,116

385,068

401,071

398,033

424,000

150,606

396,092

431,169

444,896

525,839

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

H7年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

　下　水

　老　人

　介　護

　国　保

　病　院

千円

768,864
779,728

908,814

1,057,507
978,361

1,247,228

1,405,424

1,523,873

1,760,288

1,948,602
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こうした財政の歳出構造の変化を如実に表すグラフとして、各年度の歳出構造を比較したものが

次のグラフです。 

グラフ１０グラフ１０グラフ１０グラフ１０    各年度決算の性質別歳出の推移各年度決算の性質別歳出の推移各年度決算の性質別歳出の推移各年度決算の性質別歳出の推移    

8,956,858

708,864

5,706,556

3,093,883

9,613,755

712,653

5,236,367

3,635,509

9,692,554

810,914

3,165,909

3,531,693

9,988,398

918,807

3,509,859

3,530,457

10,444,573

844,061

3,576,893

4,653,782

9,771,963

1,109,126

4,306,798

3,692,564

9,506,557

1,260,477

2,362,654

4,580,584

9,965,944

1,376,181

2,220,486

3,580,736

10,216,290

1,608,172

2,029,706

3,698,002

10,197,926

1,797,994

1,612,920

3,288,315

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000

H7年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

その他
投資的経費
繰出金
義務的経費

千円

18,466,161

19,198,284

17,201,070

17,047,521

19,519,309

18,880,451

17,710,272

17,143,347
17,552,170

16,897,155

16.8%

30.9%

3.8%

48.5%

18.9%

27.3%

3.7%

50.1%

20.6%

18.4%

4.7%

56.3%

19.7%

19.6%

5.1%

55.6%

23.8%

18.3%

4.3%

53.5%

19.6%

22.8%

5.9%

51.7%

25.9%

13.3%

7.1%

53.7%

20.9%

13.0%

8.0%

58.1%

21.0%

11.6%

9.2%

58.2%

19.5%

9.8%

10.6%
10.6%

60.7%

 

    

５．減少する基金５．減少する基金５．減少する基金５．減少する基金    

市税や地方交付税が減収する一方、義務的経費や繰出金が累増することで歳出構造が変化し、これ    

により中間市の財政は硬直化しています。そして、その収支均衡を図るため投資的経費を極力抑制す 

るほか、それでも不足する財源を補うため基金を一部取り崩して収支均衡を維持していますが、今後 

公共施設の耐震構造化や団塊の世代（昭和 22 年～昭和 24 年生）の大量退職等による歳出増が見込まれ、 

逼迫した財政状況は続きます（グラフ１１参照）（グラフ１１参照）（グラフ１１参照）（グラフ１１参照）。 
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グラフ１１グラフ１１グラフ１１グラフ１１    基金の年度末残高の推移基金の年度末残高の推移基金の年度末残高の推移基金の年度末残高の推移    

684,300

3,926,700

694,300

2,984,400

654,300

3,070,500

664,300

2,912,649

674,300

3,292,034

684,300

3,031,049

744,300

3,960,589

699,300

3,818,569

749,300

3,529,569

799,300

3,255,019

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

H7年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

基金総額（除調整基金残高）

内財政調整基金残高

注：基金総額はグラフ最上部に表示

4,611,000

3,678,700
3,724,800

3,576,949

3,966,334

3,715,349

4,704,889

4,517,869

4,278,869

4,054,319

千円
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第２章第２章第２章第２章    これまでの取組みと従来対策の限界これまでの取組みと従来対策の限界これまでの取組みと従来対策の限界これまでの取組みと従来対策の限界     

    

１．これまでの行政改革の取組み１．これまでの行政改革の取組み１．これまでの行政改革の取組み１．これまでの行政改革の取組み    

 中間市では、昭和６１年５月に中間市行政改革大綱（推進期間＝昭和６１年度～昭和６３年度 

）を策定すると同時に中間市行政改革推進委員会を設置し、広く市民の意見・提言を取り入れ 

ながら行政改革に取り組んできました。 

 また、平成８年９月には新たに中間市行政改革大綱（推進期間＝平成９年度～平成１３年度） 

を策定、「効率的で質の高い行政運営」を目指し、① 事務事業の見直し ② 組織・機構の見直し  

③ 定員管理及び給与の適正化 ④ 効果的な行政運営と職員の能力開発等の推進 ⑤ 行政の情報化 

の推進等による行政サービスの向上 ⑥ 会館等公共施設の効率的管理運営に取り組んできました。 

 さらに、平成１５年度から１７年度までの３年間を緊急財政健全化推進期間とし、内部経費の 

徹底的な削減に取り組んできました。 

 この間、保育所の統合をはじめ、公共施設の維持管理を中間市文化振興財団や中間市シルバー人 

材センター等に委託するなどして維持管理経費の節減に努めるほか、業務のコンピュータ化を促 

進し、効率化と迅速化を図ってきました。また、物件費の節減のために、日当の支給縮減等旅費 

の支給を改めたり、市長はじめ助役、収入役、教育長の給与の減額、管理職手当の減額を行うほ 

か、職員数も削減し人件費の抑制も行ってきました。さらには、庁内において環境保全運動を展 

開し、節電や紙のリサイクル運動も実施し一定の効果を上げてきたほか、電話交換業務をダイヤ 

ルイン併用に切り替えるなど、徹底した歳出削減に取り組んできました。各種の補助金について 

も削減してきたほか、受益者負担の適正化を図るため、使用料や手数料等の改定も行うとともに 

滞納整理対策室を設置し、市税増収に努めてきました。 

 こうした取組みは歳出の決算分析で、旅費や交際費、需用費などをみれば、その効果が顕著に 

現れています（グラフ１２，グラフ１３参照）（グラフ１２，グラフ１３参照）（グラフ１２，グラフ１３参照）（グラフ１２，グラフ１３参照）。 

グラフ１２グラフ１２グラフ１２グラフ１２    旅費（左）、交際費（中央）、需用費（右）の推移旅費（左）、交際費（中央）、需用費（右）の推移旅費（左）、交際費（中央）、需用費（右）の推移旅費（左）、交際費（中央）、需用費（右）の推移    
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グラフ１３グラフ１３グラフ１３グラフ１３    職員数の推移職員数の推移職員数の推移職員数の推移    

職員数の推移（再任用短時間勤務職員を除く）
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２．従来対策の限界２．従来対策の限界２．従来対策の限界２．従来対策の限界    

市税収入をはじめとする歳入総額が減収傾向にあり、今後とも増額が期待できないとすれば、 

それに見合った水準にまで歳出総額を削減することによって、はじめて収支は均衡水準を回復す 

ることになります。しかし、グラフ１０「各年度決算の性質別歳出の推移」でわかるとおり、財 

政規模自体は既に投資的経費を中心に相当程度縮減しているにもかかわらず、義務的経費や繰出 

金等の歳出増により歳出構造は極めて硬直化しています。このため、平成１７年度当初予算編成 

においても、収支均衡を図るため基金の取崩しを余儀なくされているのが現状です。 

 

これまで説明してきたとおり、中間市の財政状況は極めて厳しい状況にあり、高度成長期にそ 

の原型が作られた現在の施策体系・サービス提供体制は、右肩上がりの経済を前提として構築さ 

れたものであり、現下の状況においては多くの課題を抱えています。 

  また、中間市にとってもうひとつ危惧しなければならないのは、人口問題です。コーホート変 

化率法により推計した人口予測によると、中間市の人口は減少を続け国勢調査ベースで平成２２ 

年には 44,317人、平成３２年には４万人を切るという予測があります。年齢構成でみると、少子 

高齢化が年々進行し、平成３２年の高齢化率の推計は、35.9％となっています（グラフ１４参照）（グラフ１４参照）（グラフ１４参照）（グラフ１４参照）。 
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グラフ１４グラフ１４グラフ１４グラフ１４    国勢調査人口及び将来予測国勢調査人口及び将来予測国勢調査人口及び将来予測国勢調査人口及び将来予測    
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このような急激な人口減少と少子高齢化の進行の予測を前提に考えれば、今や部分的改善を 

積み重ねただけでは、将来において、現行の市民負担で現行のサービス水準を維持することす 

ら不可能な事態となることが危惧されます。したがって、新たな行政改革大綱を策定し、抜本 

的な行財政改革に真剣に取り組む必要があります。 
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第３章第３章第３章第３章    新しい行財政改革の基本的な考え方新しい行財政改革の基本的な考え方新しい行財政改革の基本的な考え方新しい行財政改革の基本的な考え方     

 

１．新たな１．新たな１．新たな１．新たな行財政改革の必要性行財政改革の必要性行財政改革の必要性行財政改革の必要性    

  ２１世紀を迎えた今日、我が国は、人口減少時代の到来、少子・高齢社会への対応、男女共同

参画社会の実現や情報通信技術（IT）の進展等により、新たな改革の時代を迎えています。また、

バブル経済崩壊後の長引く景気低迷により、もはや右肩上がりの経済成長は期待できない状況に

あり、現在ある資源を活用してその質を高めていく「持続可能な社会」システムへの転換を図る

必要に迫られています。さらに、人々の価値観やライフスタイルの高度化・多様化は市民生活だ

けでなく、行政の仕組みにも大きな変化をもたらしています。 

  このように社会経済情勢が構造的な変革を迎えている中、地方自治体を取り巻く環境も、地方

分権推進一括法の施行により、地方分権の推進が実施段階に入り、従来の国に依存していた中央

集権型の行政システムから、地方が自らの責任において決定・実行していく地方分権型の行政シ

ステムへの転換が求められています。また、国・地方を通じた財政逼迫の状況にあって、地方財

政に関しても国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含む三位一体の改革が進められています。 

  このような、地方分権型社会の実現に向けて、地方自治体においては、地域住民ニーズに応え

るため、限られた経営資源を有効に活かしながら、自らの判断と責任で地域づくりの在り方を決

める総合政策主体としての責任が、非常に大きくなっています。 

  このためにも、地域住民やNPOなどの多様な主体との信頼関係を基本としたパートナーシップ

により、住民等と行政の協働の地域づくりを実現し、厳しい財政状況の中にあっても、効率的で

円滑な行財政運営と住民に開かれた真の地方自治を実現するシステムを整備・確立していく必要

があります。また、高度に進展した情報通信技術は、その便益を最大限活用することにより、社

会・経済活動の利便性を向上させることが可能であるとともに、行政事務の簡素・効率化、高度

化、透明化と住民サービスの向上などにも大きく寄与するものであることから、地方自治体の電

子化（電子自治体）をはじめとする情報化の推進も、今後の行財政運営には不可欠となっていま

す。 

 

２．行財政改革の目的２．行財政改革の目的２．行財政改革の目的２．行財政改革の目的    

  本市の目指す行財政改革は、地方分権や情報通信技術の進展、厳しい財政状況など、地方自治

体の行財政運営をめぐる新たな環境に対応するために、自己決定と自己責任の原則に基づいた自

立的な行財政システムを確立し、限られた財源と資源を最大限に活用する中で、市民との協働に

よる活力ある地域づくりを推進することを目的とします。 

 

３．行財政改革の基本方針と目標３．行財政改革の基本方針と目標３．行財政改革の基本方針と目標３．行財政改革の基本方針と目標    

     行財政改革の推進にあたっては、最小の経費で最大の効果をあげるという自治体経営の基本理

念に立って、行政サービスの一層の向上を図りつつ、効率的かつ効果的な行財政運営を推進する

ため、「自立」、「協働」、「効率」の三つのキーワードのもとに、持続可能な財政基盤の確立と市 
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民やNPOその他民間セクターと協働し、相互に連携して新しい公共空間の形成を目指します。 

    

ⅠⅠⅠⅠ....自立自立自立自立    

（１）財政の健全化     持続可能な財政基盤の確立 

国の三位一体改革による国庫補助負担金の廃止・縮減、地方交付税の見直し及び税源移

譲の進展に伴い、自治体財政の歳入構造に変化が生じています。 

今後は、国の関与が縮小され、自立性が高まる一方で財源は自分で調達しなければなら 

なくなります。依存財源率の高い本市の財政構造において、自主財源の確保を図るととも

に、歳出全般の効率化と財源配分の重点化を図りながら、歳出削減と財源構造の改善に取

り組みます。また、職員にコスト意識を徹底することにより、無駄な歳出を抑え、健全な

財政運営を図ります。 

公営企業においても同様に、更なる経営健全化に取り組みます。 

  

目 標  

① 今後想定される大幅な財源不足に対しては、財政調整基金等の基金取崩しを極力回避し、

経常的経費を中心に歳出全般の徹底した削減を行います。 

② 徴収体制を強化し、市税徴収率８９％（16年度県内市平均（政令市除く））の達成を目

指します。 

③ 補助金については、重複支給や慣例的支給等の不適切な支給の適正化を図るとともに、

各種補助金の効果や必要性を十分に精査し、抜本的な整理合理化を図ります。 

④ 水道事業及び病院事業においては、経営の総点検を行い更なる経営改善を推進し、公営

企業本来の独立採算制による健全経営を目指します。 

⑤ 地域経済の活性化と雇用機会の増大のため、産業振興と企業誘致を図ります。 

 

（２）職員の人材育成と資質向上       分権時代を担う人材育成と意識改革 

行財政改革を推進するためには、職員一人ひとりが問題意識と目標達成の意欲を持ち、 

    その能力を十分に発揮することにより、限られた人員・財源を最大限に活かしていく必要 

があります。また、地方分権時代に自立可能な行財政運営を行うためには、市民の視点に

立った発想力と既存の枠組みや従来の概念にとらわれない斬新な政策立案能力が必要で

す。職員は、自らが地域づくりの担い手として全体の奉仕者であることを自覚し、職務に

精励することが求められます。 

     以上のことを踏まえ、職員の意識改革の推進によって、資質の向上、能力の開発に努め、 

新しい時代に相応した人材の育成・確保を図ります。 

 

目 標  

① 職員の勤務成績を公平かつ公正に評価する仕組みを構築します。 

② 職員の意識改革と能力の向上のため、効果的な人材育成システムを構築します。 
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ⅡⅡⅡⅡ....協働協働協働協働                協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進    

  本格的な地方分権時代を迎え、国と地方との関係がこれまでの「上下・主従」の関係から「対 

等・協力」の関係へと変わり、地方自治体の自己決定権が拡大される中で、今後地域づくりにお

ける地方自治体の役割と責任は益々増大していきます。 

本市においても、地方分権を真に実効性のあるものとするために、本市自身の能力と体質を 強 

化し、市政の主役である市民に対する積極的な情報提供を行うとともに市民の行政への参加・参

画を促進し、市民と行政の協働によるまちづくりを推進します。 

 

  目 標  

① 協働によるまちづくりに対応した行政の体制を整備し、市民の自立を支援する組織を構 

築します。 

② 公の領域を明確化し、官と民の役割分担のもと、民の市政への参加を促すため、地域 

コミュニティ活動や NPO・ボランティア活動等、自立的な市民活動の促進と支援を 

図ります。 

    ③ パブリックコメント制度の導入等、市民が市政に参加できる仕組みを構築します。 

 

ⅢⅢⅢⅢ....効率効率効率効率    

        地域経営の視点から、事務事業全般について見直しを行い、市民満足度の高い行政サービスの 

提供に努めます。 

（１）行財政システムの簡素化・効率化―市民ニーズに対応した柔軟かつ機動的な組織の構築 

分権型社会に適応するため、限られた経営資源を効率的に活用できる機動的組織を構築し

ます。また、行政の意思決定及び事務処理の迅速化を図るため、決裁権の下部への委譲を進

めるとともに、責任の明確化を図ります。 

 

  目 標  

① 行政の責任領域に留意し、行政関与の必要性、行政効率、効果等を十分に吟味して、

事務事業の整理合理化を図ります。 

② 会計事務の効率化のため、収入役を廃止します。 

③ 縦割り行政を是正し、横断的組織運営を図るため組織の統廃合を行います。 

④ 庁内分権を進めるため、部長専決事項を設ける等、決裁権限の下部への委譲を行い

ます。 

⑤ 管理職ポストを削減し、意思決定の迅速化を図ります。 

⑥ 行政手続きのオンライン化の推進、共同アウトソーシングの推進などにより、費用

対効果を充分に勘案しながら、低廉なコストで高い水準の運用が実現できる電子自

治体の推進を図ります。 

⑦ 客観的な基準に基づく事務事業の評価を行い、事務事業の見直しを不断に行います。 

⑧ バランスシートを導入し、財務の透明性を高めるとともに不活性資産の活性化を図

ります。 
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（２）行政内部経費の見直し―徹底した低コストの行政運営を目指します。 

職員のコスト意識を徹底し、無駄な歳出を省きます。また、適正な定員管理及び職員配

置に努め、給与等の適正化により、人件費の削減を図るとともに、民間委託の推進により

行政コスト低減を図ります。 

また、多様化する広域行政需要に的確に対応するため、広域行政を更に推進することに

より、効率的で質の高い行政サービスの提供を図ります。 

 

目 標  

① 現在の行政水準を低下させないことに充分留意し、職員数を 1割削減するととも

に、再任用職員の適正配置により人件費の削減を図ります。 

② 臨時的任用職員の任用基準、再任用職員の選考基準を明確にし、適正な人事配置

を図ります。 

③ 指定勤務手当の見直し等、給与の適正化を図ります。 

④ 指定管理者制度の導入に伴い公の施設及び事務事業の民間委託を積極的に進め、

行政コストの削減を図ります。 

⑤ 環境・防災行政等，広域的処理が適当な事務事業について、広域化の推進を図り 

ます｡ 

⑥ 既設の外郭団体についてその必要性、業務の内容、活動の実態等の検討を行い、

職員数の見直し、業務執行の効率化等運営の改善を図ります。 
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第第第第 4444章章章章    行財政改革の推進行財政改革の推進行財政改革の推進行財政改革の推進     

    

１．推進期間１．推進期間１．推進期間１．推進期間    

  この大綱に基づく行財政改革は、平成１７年度を初年度とする平成２１年度までの５ヵ年計画

とし、大綱に定めた事項を推進するため、項目ごとに目標年度を定め、具体的かつ計画的に取り

組みます。 

  なお、大綱の実施計画については、市民、議会、行政改革推進委員会等のご意見、ご提言を踏

まえ、適宜見直しを行い、社会経済情勢の変化などにより、新たに生じた改善事項については、

その都度計画を修正して実施いたします。 

 

２．推進体制２．推進体制２．推進体制２．推進体制    

  この大綱の着実な推進を図るため、「中間市行政改革推進本部」を中心として、目標達成に向け

て全庁的に取り組むとともに、職員一人ひとりが自覚と責任を持ちその推進を図ります。 

  また、市民で構成する「中間市行政改革推進委員会」に大綱の進捗状況を報告し、目標達成に

向けて市民とともに計画の推進を行います。 

  さらに、広報やホームページ等を通じて、広く市民にその経過や成果等を公表することとし、

市民の理解を得たうえで、市民と行政が一体となって行財政改革を推進いたします。 


